
様式第１－３号（第１１条関係）  （用紙 日本産業規格Ａ４縦型） 

学校法人 昭和大学 寄附行為変更届出書

令和 6年 4月 1日 

文 部 科 学 大 臣   殿 

住 所 東京都品川区旗の台 1-5-8 

学校法人昭和大学 理事長 小口 勝司 

このたび学校法人昭和大学の寄附行為を別紙のように変更したいので，

私立学校法第４５条第２項の規定により，同法施行規則第４条の３第２項

の関係書類を添えて届け出ます。  

（注）  「住所」は，申請書の主たる事務所の住所とすること。
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寄附行為変更の条項及び事由 

この法人が設置する昭和大学を昭和医科大学へ名称を変更することとなったので、これに伴い寄附行為

を次のとおり変更する。 

１．第４条第１項第１号中「昭和大学」を「昭和医科大学」に改める。 

（事由）本学が医系総合大学であることを社会に対して直接的に表明するため。 

２．第４条第１項第２号中「昭和大学医学部附属看護専門学校」を「昭和医科大学附属看護専門学校」

に改める。 

（事由）本学の名称変更を反映するため。 

３．第９条第１項第１号中「昭和大学長」を「昭和医科大学長」に改める。 

（事由）本学の名称変更を反映するため。 

４．第 19条第２項第３号中「昭和大学長」を「昭和医科大学長」に改める。 

（事由）本学の名称変更を反映するため。 

５．第 45条第１項中「昭和大学」を「昭和医科大学」に改める。 

（事由）本学の名称変更を反映するため。 

６．附則として次の附則を加える。 

附 則 

この変更寄附行為は、令和７年４月１日から施行する。 

（事由）施行日を明確にするため。 
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新旧の比較対照表 

新 旧 

ま え が き 略 

第１章 総  則 

（名  称） 

第１条  ～ 第３条 略 

（設置する学校） 

第４条 この法人は前条の目的を達成するため、次に掲げる学校を設置す

る。 

（1） 昭和医科大学 大学院 医学研究科

薬学研究科 

歯学研究科 

保健医療学研究科 

医学部  医学科 

薬学部  薬学科 

歯学部  歯学科 

保健医療学部  看護学科 

理学療法学科 

作業療法学科 

リハビリテーション学科 理学療法学専攻

 作業療法学専攻 

助産学専攻科 

（2） 昭和医科大学附属看護専門学校 看護専門課程

２ 略 

ま え が き 略 

第１章 総  則 

（名  称） 

第１条  ～ 第３条 略 

（設置する学校） 

第４条 この法人は前条の目的を達成するため、次に掲げる学校を設置す

る。 

（1） 昭和大学  大学院  医学研究科 

薬学研究科 

歯学研究科 

保健医療学研究科 

医学部  医学科 

薬学部  薬学科 

歯学部  歯学科 

保健医療学部  看護学科 

理学療法学科 

作業療法学科 

リハビリテーション学科 理学療法学専攻

作業療法学専攻 

助産学専攻科 

（2） 昭和大学医学部附属看護専門学校 看護専門課程

２ 略 
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新 旧 

第５条～第８条       略 

 

（理事の選任） 

第９条 理事は、次の各号に掲げる者とする。ただし、少なくとも２名は選

任の際現にこの法人の役員又は職員でない者が含まれるようにしなければ

ならない。再任される場合において、最初の選任の際現にこの法人の役員又

は職員でなかったときは、再任の際現にこの法人の役員又は職員でない者と

みなす。 

 （1）昭和医科大学長 

 （2）～（4）       略 

 

第10条～第18条       略 

 

 

第３章 評議員会  

（評議員会） 

 第19条 この法人に、評議員会を置く。評議員会は45名以上68名以内の評議

員をもって組織する。 

 ２ 評議員は、次の各号に掲げる者とする。 

 (1) この法人の職員のうちから選任されるもの16名以上24名以内 

 (2) この法人の設置する学校を卒業したもので年令25才以上のもののうち

から選任されるもの16名以上22名以内 

 (3) 昭和医科大学長 

 (4) 学部長・富士吉田教育部長及び附属病院長のうちから選任されるもの

６名以上９名以内 

 (5) 学識経験者のうちから選任されるもの５名以上７名以内 

 (6) この法人に功労あるもの５名以内 

 

第20条～第44条       略 

 

第５条～第８条      略 

 

（理事の選任） 

第９条 理事は、次の各号に掲げる者とする。ただし、少なくとも２名は選

任の際現にこの法人の役員又は職員でない者が含まれるようにしなければ

ならない。再任される場合において、最初の選任の際現にこの法人の役員又

は職員でなかったときは、再任の際現にこの法人の役員又は職員でない者と

みなす。 

 （1）昭和大学長 

 （2）～（4）      略 

 

第10条～第18条      略 

 

 

第３章 評議員会  

（評議員会） 

 第19条 この法人に、評議員会を置く。評議員会は45名以上68名以内の評議

員をもって組織する。 

 ２ 評議員は、次の各号に掲げる者とする。 

 (1) この法人の職員のうちから選任されるもの16名以上24名以内 

 (2) この法人の設置する学校を卒業したもので年令25才以上のもののうち

から選任されるもの16名以上22名以内 

 (3) 昭和大学長 

 (4) 学部長・富士吉田教育部長及び附属病院長のうちから選任されるもの

６名以上９名以内 

 (5) 学識経験者のうちから選任されるもの５名以上７名以内 

 (6) この法人に功労あるもの５名以内 

 

第20条～第44条      略 
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新 旧 

第７章 公告の方法その他 

（公告の方法その他） 

第45条 この法人の公告は、昭和医科大学の掲示場に掲出して行う。 

（情報の公表） 

 

第46条～第48条       略 

 

附  則 

１～21           略 

22.この変更寄附行為は、令和７年４月１日から施行する 

第７章 公告の方法その他 

（公告の方法その他） 

第45条 この法人の公告は、昭和大学の掲示場に掲出して行う。 

（情報の公表） 

 

第46条～第48条      略 

 

附  則 

１～21          略 
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臨  時  理  事  会  議  事  録

１．開催日時  令和６年３月１日（金）   １５時００分～１５時４０分

１．場  所   東京都品川区旗の台１丁目１番２０号

昭和大学上條記念館３階山百合  

１．理事現在数  １３名（理事定数１０名以上１３名以内）

１．出席理事  １３名  

小 口 勝 司 上 條 由 美 久 光   正 小 川 良 雄 

中 村 明 弘  小 出 良 平 小 風   暁 馬 場 一 美 

鈴 木 久 義 内 田 樹 三 邉 武 幸 眞 田   裕 

野 中 明 人 

１．欠席理事  ０名  

１．監事現在数  ３名（監事定数２名以上３名以内）

１．出席監事  ３名  

細山田  明  義    飯  島  裕  之   小  林    節  

１．欠席監事  ０名  

１．執行役員現在数  １４名  

１．出席執行役員   １３名  

泉  﨑  雅  彦  髙  見  正  道  野  部  浩  司  三  村  洋  美  

倉  田  知  光  相  良  博  典  村  上  秀  友  髙  橋  寛  

市  川  博  雄  門  倉  光  隆  横  山    登  槇  宏太郎  

小  玉  敦  司  

１．欠席執行役員 １名  

岩  波  明  

１．議事の経過及びその結果  

理事長小口勝司議長となり、開会する旨を宣して議案の審議に入った。

各議案の審議の要領及び賛否の結果は次のとおりである。  
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Ⅰ．評議員会開催の件（承認）                         省略 

 

Ⅱ．理事会関係 

１）昭和大学校名変更に伴う「学校法人昭和大学寄附行為」改正の件（承認） 

 小川理事から、資料に基づき、昭和大学校名変更に伴い寄附行為を改正することの説明がなされ、 

審議の結果、原案のとおり第２２１回 評議員会（令和６年３月１日開催予定）に諮問することが承認

された。 

＊改正趣旨：昭和大学の校名変更に伴い、学校名および法人名の表記を変更するため。 

＊施行日：令和７年４月１日 

＊資料別添 

 

２）２号理事候補者選出について（報告）                   省略    

  

３）４号、５号、６号評議員選任について（報告）               省略 

 

４）令和６年度役員報酬減額の件（承認））                   省略 

 

Ⅲ．学務関係 

１）昭和大学附属烏山病院長選任の件（承認）                 省略 

 

Ⅳ．令和５年度収入支出補正予算書案の件（承認）                 省略 

 

Ⅴ．令和６年度収入支出予算書案の件（承認）                     省略 

 

Ⅵ．令和６年度借入金限度額の件（承認）                         省略 

  

 

 

以上で議了、１５時４０分議長閉会を宣した。 
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これは、学校法人昭和大学の臨時理事会議事録の抄本に相違ありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年３月１日 

 

学校法人 昭 和 大 学 

理事長  小 口 勝 司 
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令和６年３月１日開催＿理事会・評議員会＿同一資料 

学校法人昭和医科大学寄附行為（改正案） 

 

現行 改正案 

ま え が き 

 

 学校法人昭和大学は、私立学校法（昭和24年12月15日法律第270号）によ

る学校法人昭和医科大学がその組織を変更したものである。 

 この法人の前身は、昭和３年３月17日に上條秀介ほか１名により設立され

た財団法人昭和医学専門学校であるが昭和21年４月25日に大学設置のため

これを財団法人昭和医科大学と改称し、更に私立学校法の制定により学校法

人昭和医科大学と称し、昭和39年３月18日薬学部を設置、これに伴い昭和大

学と名称を変更、昭和52年１月10日歯学部、平成13年12月20日保健医療学部

の設置がなされた。 

 この寄附行為は、かかる歴史をもつ学校法人昭和大学の根本規範であるか

ら、われらはその定めるところを遵守し、また創立以来の伝統である至誠の

精神を基調として旧套になじまず、時流に溺れず、将来の推移を明察し、常

に私学の権威を保持しつつ、この法人の自主性を確保するとともに、その公

共性を昂揚するように運用の万全を期さなければならない。 

 

 

第１章 総  則 

（名  称） 

第１条 この法人は、学校法人昭和大学と称する。 

（事務所の所在地） 

第２条 ～ 第３条     略 

（設置する学校） 

第４条 この法人は前条の目的を達成するため、次に掲げる学校を設置す

る。 

（1） 昭和大学  大学院  医学研究科 

薬学研究科 

ま え が き 

 

 学校法人昭和医科大学は、学校法人昭和大学がその名称を令和７年４月１

日に変更したものである。 

 この法人の前身は、昭和３年３月17日に上條秀介ほか１名により設立され

た財団法人昭和医学専門学校であるが昭和21年４月25日に大学設置のため

これを財団法人昭和医科大学と改称し、更に私立学校法（昭和24年４月25

日法律第270号）の制定により学校法人昭和医科大学と称し、昭和39年３月

18日薬学部を設置、これに伴い昭和大学と名称を変更、昭和52年１月10日歯

学部、平成13年12月20日保健医療学部の設置がなされた。 

 この寄附行為は、かかる歴史をもつ学校法人昭和医科大学の根本規範であ

るから、われらはその定めるところを遵守し、また創立以来の伝統である至

誠の精神を基調として旧套になじまず、時流に溺れず、将来の推移を明察し、

常に私学の権威を保持しつつ、この法人の自主性を確保するとともに、その

公共性を昂揚するように運用の万全を期さなければならない。 

 

 

第１章 総  則 

（名  称） 

第１条 この法人は、学校法人昭和医科大学と称する。 

（事務所の所在地） 

第２条 ～ 第３条      略 

（設置する学校） 

第４条 この法人は前条の目的を達成するため、次に掲げる学校を設置す

る。 

（1） 昭和医科大学 大学院 医学研究科 

薬学研究科 
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令和６年３月１日開催＿理事会・評議員会＿同一資料 

現行 改正案 

歯学研究科 

保健医療学研究科 

医学部  医学科 

薬学部  薬学科 

歯学部  歯学科 

保健医療学部  看護学科 

理学療法学科 

作業療法学科 

リハビリテーション学科 理学療法学専攻 

            作業療法学専攻 

助産学専攻科 

 

（2） 昭和大学医学部附属看護専門学校 看護専門課程 

 

２            略 

 

第５条～第８条      略 

 

（理事の選任） 

第９条 理事は、次の各号に掲げる者とする。ただし、少なくとも２名は選

任の際現にこの法人の役員又は職員でない者が含まれるようにしなければ

ならない。再任される場合において、最初の選任の際現にこの法人の役員又

は職員でなかったときは、再任の際現にこの法人の役員又は職員でない者と

みなす。 

 （1）昭和大学長 

 （2）～（4）      略 

 

第10条～第18条      略 

 

 

歯学研究科 

保健医療学研究科 

医学部  医学科 

薬学部  薬学科 

歯学部  歯学科 

保健医療学部  看護学科 

理学療法学科 

作業療法学科 

リハビリテーション学科 理学療法学専攻 

             作業療法学専攻 

助産学専攻科 

 

（2） 昭和医科大学附属看護専門学校 看護専門課程 

 

２             略 

 

第５条～第８条       略 

 

（理事の選任） 

第９条 理事は、次の各号に掲げる者とする。ただし、少なくとも２名は選

任の際現にこの法人の役員又は職員でない者が含まれるようにしなければ

ならない。再任される場合において、最初の選任の際現にこの法人の役員又

は職員でなかったときは、再任の際現にこの法人の役員又は職員でない者と

みなす。 

 （1）昭和医科大学長 

 （2）～（4）       略 

 

第10条～第18条       略 
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令和６年３月１日開催＿理事会・評議員会＿同一資料 

現行 改正案 

第３章 評議員会  

（評議員会） 

 第19条 この法人に、評議員会を置く。評議員会は45名以上68名以内の評議

員をもって組織する。 

 ２ 評議員は、次の各号に掲げる者とする。 

 (1) この法人の職員のうちから選任されるもの16名以上24名以内 

 (2) この法人の設置する学校を卒業したもので年令25才以上のもののうち

から選任されるもの16名以上22名以内 

 (3) 昭和大学長 

 (4) 学部長・富士吉田教育部長及び附属病院長のうちから選任されるもの

６名以上９名以内 

 (5) 学識経験者のうちから選任されるもの５名以上７名以内 

 (6) この法人に功労あるもの５名以内 

 

第20条～第44条      略 

 

第７章 公告の方法その他 

（公告の方法その他） 

第45条 この法人の公告は、昭和大学の掲示場に掲出して行う。 

（情報の公表） 

 

第46条～第48条      略 

 

附  則 

１～21          略 

 

第３章 評議員会  

（評議員会） 

 第19条 この法人に、評議員会を置く。評議員会は45名以上68名以内の評議

員をもって組織する。 

 ２ 評議員は、次の各号に掲げる者とする。 

 (1) この法人の職員のうちから選任されるもの16名以上24名以内 

 (2) この法人の設置する学校を卒業したもので年令25才以上のもののうち

から選任されるもの16名以上22名以内 

 (3) 昭和医科大学長 

 (4) 学部長・富士吉田教育部長及び附属病院長のうちから選任されるもの

６名以上９名以内 

 (5) 学識経験者のうちから選任されるもの５名以上７名以内 

 (6) この法人に功労あるもの５名以内 

 

第20条～第44条       略 

 

第７章 公告の方法その他 

（公告の方法その他） 

第45条 この法人の公告は、昭和医科大学の掲示場に掲出して行う。 

（情報の公表） 

 

第46条～第48条       略 

 

附  則 

１～21           略 

22.この変更寄附行為は、令和７年４月１日から施行する 
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第２２1回評議員会議事録 

１．日 時 令和６年３月１日（金）１６時００分～１７時２４分 

１．場  所 東京都品川区旗の台１丁目１番２０号 

昭和大学上條記念館 ４階会議室（赤松Ａ・Ｂ） 

１．評議員定数  ４５名以上６８名以内（寄附行為第１９条） 

１．評議員現在数 ６５名 

１．出席評議員数（６２名） 

小 口 勝 司  木 内 祐 二  大 塚 成 人  吉 田 仁 

内 田 直 樹  渡 井 有  水 野 克 己  泉 﨑 雅 彦 

土 肥 謙 二  馬 場 一 美  美 島 健 二  船 津 敬 弘  

板 部 洋 之  沼 澤 聡  野 部 浩 司  志 水 宏 行  

田 中 晶 子  榎 田 めぐみ  倉 田 知 光  堀 川 浩 之  

小 倉 浩  田 口 彰 彦  大 矢 敦  石 﨑 兼 司  

田 中 一 正  米 山 啓一郎  横 川 敏 男  新 井 一 成  

高 橋 春 男  九 島 巳 樹  平 泉 裕  中 尾 健太郎  

水 川 啓 子  下 司 映 一 小 原 希 生  関 矢 徹  

粕 谷 寛  佐 藤 淳 一  松 澤 邦 雄  稲 垣 昌 博  

倉 田 なおみ  稲 垣 雅 彦  仲 保 徹  京 藤 聡 弘  

久 光 正  髙 橋 寛  中 村 明 弘  市 川 博 雄  

槇 宏太郎  鈴 木 久 義  横 山 登  村 上 秀 友  

髙 見 正 道 三 村 洋 美  三 邉 武 彦  柴 田 佳 太  

小 口 達 敬  相 良 博 典  小 風 暁  小 出 良 平  

鏑 木 衡 平  上 條 由 美  

１．表決書提出評議員数（３名） 

関 沢 明 彦  筒 井 廣 明  高 木 康  

１．欠席評議員数（０名） 

１．出 席 理 事（１３名） 

  小  口  勝  司  久 光 正  中 村 明 弘  小 風 暁  

  鈴 木 久 義  馬 場 一 美  上 條 由 美  内 田 樹  

小 出 良 平  野 中 明 人  小 川 良 雄  眞 田 裕 

三 邉 武 幸  

  １．欠 席 理 事（０名） 

  １．出 席 監 事（３名） 

  小  林      節 細山田 明 義  飯 島 裕 之  

  １．欠 席 監 事 （０名） 
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  １．出席執行役員（１３名） 

    泉 﨑 雅 彦  髙 見 正 道  野 部 浩 司  三 村 洋 美   

倉 田 知 光  小 玉 敦 司  相 良 博 典  村 上 秀 友 

髙 橋   寛  市 川 博 雄  門 倉 光 隆  横 山   登 

    槇   宏太郎   

     

  １．欠席執行役員（１名） 

    岩 波   明 

 

１．配布資料  

①第２２１回評議員会次第  

②学校法人昭和大学評議員選任報告の件       【資料１】 

③学校法人昭和大学理事選任の件     【資料２】 

④寄附行為第１０条第１項および寄附行為施行細則 

第５条第１・２・３項に規定する監事候補者の選出について 【資料３】 

⑤「学校法人昭和大学寄附行為」（改正案）について      【資料４】 

⑥令和５年度収入支出補正予算書（案）    【資料５－１】 

          【資料５－２】 

⑦令和６年度事業計画書（案）     【資料６】 

⑧令和６年度収入支出予算書（案）     【資料７－１】 

          【資料７－２】 

          【資料７－３】 

１．議  事  

第１号議案  学校法人昭和大学評議員選任報告の件 

第２号議案  議長、副議長選任の件 

第３号議案  学校法人昭和大学理事選任の件  

第４号議案  学校法人昭和大学監事候補者選出の件 

第５号議案  昭和大学校名変更に伴う「学校法人昭和大学寄附行為」改正の件 

第６号議案  令和５年度収入支出補正予算書案の件 

第７号議案  令和６年度事業計画書案の件 

第８号議案  令和６年度収入支出予算書案の件 

第９号議案  令和６年度借入金限度額の件 

 

１．議事の経過及びその結果  

定刻、久光正学長から、新議長ならびに副議長が選任されるまで、学長である自身が  

仮議長を務める旨の提案がなされ、出席評議員全員の賛同を得たのち、開会が宣言された。 

議事に先立ち、久光正仮議長から、寄附行為第２６条に基づき議事録署名人を互選する

必要がある旨の説明がなされたところ「議長一任」との発言に出席評議員全員の賛同を得、

従来通り議長のほか、各号の評議員から１名ずつ計６名の議事録署名人を議長が指名し

た。各号の議事録署名人は大塚成人、稲垣昌博、久光正、髙橋寛、髙見正道、小出良平の

各評議員が指名された。 

 

（小口理事長挨拶） 

本日は、新評議員による初めての評議員会です。新評議員の任期につきましては、すでにご同

意いただいているとおりですが、令和７年４月１日施行の改正私立学校法における「役員・評議

員の構成に関する要件」を満たすために「令和７年度の最初に開催される評議員会終結の時」ま

でとなっています。このことは、役員も同様です。 

学校法人昭和大学の円滑な運営のため、ご協力をお願い申し上げます。 
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「第１号議案 学校法人昭和大学評議員選任報告の件」 省略  

   

「第２号議案 議長、副議長選任の件」 省略  

    

「第３号議案 学校法人昭和大学理事選任の件」 省略 

 

「第４号議案 学校法人昭和大学監事候補者選出の件」 省略 

 

「第５号議案 昭和大学校名変更に伴う学校法人昭和大学寄附行為改正の件」  

小口勝司理事長から、昭和大学校名変更に伴う学校法人昭和大学寄附行為改正の件について、

資料にもとづき説明がなされた。 

議長から第５号議案について意見及び質問があれば発言願いたい旨の説明がなされたが、質疑等

は無く、原案のとおり了承された。 

小口勝司理事長から、理事会の承認を以て、文部科学省に対して校名変更に関する届出および

法人名変更に関する認可申請を行う旨の説明がなされた。 

 

「第６号議案 令和５年度収入支出補正予算書案の件」 省略 

 

「第７号議案 令和６年度事業計画書案の件」 省略 

 

「第８号議案 令和６年度収入支出予算書案の件」 省略 

 

「第９号議案 令和６年度借入金限度額の件」 省略 

 

「その他」                                省略 

  

 

木内祐二評議員会議長から、第４号議案から第９号議案について、この後、臨時理事会を開催し、

審議がなされる旨の説明がなされた。 

 

 評議員会は１７時０３分一時休止し、別室において臨時理事会が開催された。 

 

 木内祐二評議員会議長から、第２２１回評議員会の再開が１７時１６分に宣言された。 

 

 小口勝司理事長から、臨時理事会を開催し、第４号議案から第９号議案について評議員会の

ご意見を踏まえて再度審議した結果、原案のとおり承認された旨の報告がなされた。 

 

 

   （小口理事長挨拶） 

 本日はお忙しいところ、新評議員会にお集まりくださいましてありがとうございました。 

本日の改選にて本学の理事会、評議員会は新体制となりました。これからは鷺沼キャンパスの着工、

旗の台キャンパス Cサイト計画等、創立 100周年に向けて様々な計画が動き始めることになります。

日本一の医系総合大学を目指すため、また、本学の発展のため、皆様にご尽力いただき、今期から 

この体制で頑張ってまいりたいと思います。 

 

 

 以上で議了、１７時２４分議長は閉会を宣言した。 

 

                                                        学校法人 昭和大学 
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これは、学校法人昭和大学の評議員会議事録の抄本に相違ありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    令和６年３月１日 

 

 

 

   学校法人 昭 和 大 学 

   理事長  小 口 勝 司 
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令和６年３月１日開催＿理事会・評議員会＿同一資料 

学校法人昭和医科大学寄附行為（改正案） 

 

現行 改正案 

ま え が き 

 

 学校法人昭和大学は、私立学校法（昭和24年12月15日法律第270号）によ

る学校法人昭和医科大学がその組織を変更したものである。 

 この法人の前身は、昭和３年３月17日に上條秀介ほか１名により設立され

た財団法人昭和医学専門学校であるが昭和21年４月25日に大学設置のため

これを財団法人昭和医科大学と改称し、更に私立学校法の制定により学校法

人昭和医科大学と称し、昭和39年３月18日薬学部を設置、これに伴い昭和大

学と名称を変更、昭和52年１月10日歯学部、平成13年12月20日保健医療学部

の設置がなされた。 

 この寄附行為は、かかる歴史をもつ学校法人昭和大学の根本規範であるか

ら、われらはその定めるところを遵守し、また創立以来の伝統である至誠の

精神を基調として旧套になじまず、時流に溺れず、将来の推移を明察し、常

に私学の権威を保持しつつ、この法人の自主性を確保するとともに、その公

共性を昂揚するように運用の万全を期さなければならない。 

 

 

第１章 総  則 

（名  称） 

第１条 この法人は、学校法人昭和大学と称する。 

（事務所の所在地） 

第２条 ～ 第３条     略 

（設置する学校） 

第４条 この法人は前条の目的を達成するため、次に掲げる学校を設置す

る。 

（1） 昭和大学  大学院  医学研究科 

薬学研究科 

ま え が き 

 

 学校法人昭和医科大学は、学校法人昭和大学がその名称を令和７年４月１

日に変更したものである。 

 この法人の前身は、昭和３年３月17日に上條秀介ほか１名により設立され

た財団法人昭和医学専門学校であるが昭和21年４月25日に大学設置のため

これを財団法人昭和医科大学と改称し、更に私立学校法（昭和24年４月25

日法律第270号）の制定により学校法人昭和医科大学と称し、昭和39年３月

18日薬学部を設置、これに伴い昭和大学と名称を変更、昭和52年１月10日歯

学部、平成13年12月20日保健医療学部の設置がなされた。 

 この寄附行為は、かかる歴史をもつ学校法人昭和医科大学の根本規範であ

るから、われらはその定めるところを遵守し、また創立以来の伝統である至

誠の精神を基調として旧套になじまず、時流に溺れず、将来の推移を明察し、

常に私学の権威を保持しつつ、この法人の自主性を確保するとともに、その

公共性を昂揚するように運用の万全を期さなければならない。 

 

 

第１章 総  則 

（名  称） 

第１条 この法人は、学校法人昭和医科大学と称する。 

（事務所の所在地） 

第２条 ～ 第３条      略 

（設置する学校） 

第４条 この法人は前条の目的を達成するため、次に掲げる学校を設置す

る。 

（1） 昭和医科大学 大学院 医学研究科 

薬学研究科 

16



令和６年３月１日開催＿理事会・評議員会＿同一資料 

現行 改正案 

歯学研究科 

保健医療学研究科 

医学部  医学科 

薬学部  薬学科 

歯学部  歯学科 

保健医療学部  看護学科 

理学療法学科 

作業療法学科 

リハビリテーション学科 理学療法学専攻 

            作業療法学専攻 

助産学専攻科 

 

（2） 昭和大学医学部附属看護専門学校 看護専門課程 

 

２            略 

 

第５条～第８条      略 

 

（理事の選任） 

第９条 理事は、次の各号に掲げる者とする。ただし、少なくとも２名は選

任の際現にこの法人の役員又は職員でない者が含まれるようにしなければ

ならない。再任される場合において、最初の選任の際現にこの法人の役員又

は職員でなかったときは、再任の際現にこの法人の役員又は職員でない者と

みなす。 

 （1）昭和大学長 

 （2）～（4）      略 

 

第10条～第18条      略 

 

 

歯学研究科 

保健医療学研究科 

医学部  医学科 

薬学部  薬学科 

歯学部  歯学科 

保健医療学部  看護学科 

理学療法学科 

作業療法学科 

リハビリテーション学科 理学療法学専攻 

             作業療法学専攻 

助産学専攻科 

 

（2） 昭和医科大学附属看護専門学校 看護専門課程 

 

２             略 

 

第５条～第８条       略 

 

（理事の選任） 

第９条 理事は、次の各号に掲げる者とする。ただし、少なくとも２名は選

任の際現にこの法人の役員又は職員でない者が含まれるようにしなければ

ならない。再任される場合において、最初の選任の際現にこの法人の役員又

は職員でなかったときは、再任の際現にこの法人の役員又は職員でない者と

みなす。 

 （1）昭和医科大学長 

 （2）～（4）       略 

 

第10条～第18条       略 
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令和６年３月１日開催＿理事会・評議員会＿同一資料 

現行 改正案 

第３章 評議員会  

（評議員会） 

 第19条 この法人に、評議員会を置く。評議員会は45名以上68名以内の評議

員をもって組織する。 

 ２ 評議員は、次の各号に掲げる者とする。 

 (1) この法人の職員のうちから選任されるもの16名以上24名以内 

 (2) この法人の設置する学校を卒業したもので年令25才以上のもののうち

から選任されるもの16名以上22名以内 

 (3) 昭和大学長 

 (4) 学部長・富士吉田教育部長及び附属病院長のうちから選任されるもの

６名以上９名以内 

 (5) 学識経験者のうちから選任されるもの５名以上７名以内 

 (6) この法人に功労あるもの５名以内 

 

第20条～第44条      略 

 

第７章 公告の方法その他 

（公告の方法その他） 

第45条 この法人の公告は、昭和大学の掲示場に掲出して行う。 

（情報の公表） 

 

第46条～第48条      略 

 

附  則 

１～21          略 

 

第３章 評議員会  

（評議員会） 

 第19条 この法人に、評議員会を置く。評議員会は45名以上68名以内の評議

員をもって組織する。 

 ２ 評議員は、次の各号に掲げる者とする。 

 (1) この法人の職員のうちから選任されるもの16名以上24名以内 

 (2) この法人の設置する学校を卒業したもので年令25才以上のもののうち

から選任されるもの16名以上22名以内 

 (3) 昭和医科大学長 

 (4) 学部長・富士吉田教育部長及び附属病院長のうちから選任されるもの

６名以上９名以内 

 (5) 学識経験者のうちから選任されるもの５名以上７名以内 

 (6) この法人に功労あるもの５名以内 

 

第20条～第44条       略 

 

第７章 公告の方法その他 

（公告の方法その他） 

第45条 この法人の公告は、昭和医科大学の掲示場に掲出して行う。 

（情報の公表） 

 

第46条～第48条       略 

 

附  則 

１～21           略 

22.この変更寄附行為は、令和７年４月１日から施行する 
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臨  時  理  事  会  議  事  録

１．開催日時  令和６年３月１日（金）  １７時０６分～１７時１４分 

１．場 所  東京都品川区旗の台１丁目１番２０号 

 昭和大学上條記念館３階山百合 

１．理事現在数 １３名（理事定数１０名以上１３名以内） 

１．出席理事  １３名 

小 口 勝 司 上 條 由 美 久 光 正 小 川 良 雄 

中 村 明 弘 小 出 良 平 小 風  暁 馬 場 一 美 

鈴 木 久 義 内 田 樹 門 倉 光 隆 村 上 雅 彦 

野 中 明 人 

１．欠席理事  ０名  

１．監事現在数  ３名（監事定数２名以上３名以内）

１．出席監事  ３名  

細山田  明  義    飯  島  裕  之   小  林    節  

１．欠席監事  ０名  

１．執行役員現在数  １４名  

１．出席執行役員   １３名  

泉  﨑  雅  彦  髙  見  正  道  野  部  浩  司  三  村  洋  美  

倉  田  知  光  相  良  博  典  村  上  秀  友  髙  橋  寛  

市  川  博  雄  門  倉  光  隆  横  山    登  槇  宏太郎  

小  玉  敦  司  

１．欠席執行役員 １名  

岩  波  明  

１．議事の経過及びその結果  

理事長小口勝司議長となり、開会する旨を宣して議案の審議に入った。

各議案の審議の要領及び賛否の結果は次のとおりである。  
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Ⅰ．学校法人昭和大学理事長互選の件（承認）                 省略 

Ⅱ．学校法人昭和大学監事選任について（報告）                省略 

Ⅲ．寄附行為第８条（理事長の職務の代理または代行）に関する件（承認）  省略 

Ⅳ．令和６年度執行役員選任の件（承認）      省略 

 

Ⅴ．昭和大学校名変更に伴う「学校法人昭和大学寄附行為」改正の件（承認） 

小口理事長から、昭和大学校名変更に伴う「学校法人昭和大学寄附行為」改正について、第２２１回

評議員会に諮問した結果、原案のとおりとすることについて賛同を得た旨の報告がなされ、審議の結果、

原案のとおり承認された。  

Ⅵ．令和５年度収入支出補正予算書案の件（承認）    省略                          

Ⅶ．令和６年度事業計画書案の件（承認）      省略 

Ⅷ．令和６年度収入支出予算書案の件（承認）     省略   

 

Ⅸ．令和６年度借入金限度額の件（承認）      省略 

Ⅹ．その他 

１）昭和大学横浜市北部病院長選考委員会設置の件（承認）   省略 

 

２）昭和大学横浜市北部病院長選考委員会理事会選出委員選任の件（承認） 省略 

 

以上で議了、１７時１４分議長閉会を宣した。  
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これは、学校法人昭和大学の臨時理事会議事録の抄本に相違ありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年３月１日 

 

学校法人 昭 和 大 学 

理事長  小 口 勝 司 
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学校法人昭和大学寄附行為 

ま え が き 

 学校法人昭和大学は、私立学校法（昭和24年12月15日法律第270号）による学校法人昭和医科大学がその組織を

変更したものである。 

 この法人の前身は、昭和３年３月17日に上條秀介ほか１名により設立された財団法人昭和医学専門学校である

が昭和21年４月25日に大学設置のためこれを財団法人昭和医科大学と改称し、更に私立学校法の制定により学校

法人昭和医科大学と称し、昭和39年３月18日薬学部を設置、これに伴い昭和大学と名称を変更、昭和52年１月10

日歯学部、平成13年12月20日保健医療学部の設置がなされた。 

 この寄附行為は、かかる歴史をもつ学校法人昭和大学の根本規範であるから、われらはその定めるところを遵

守し、また創立以来の伝統である至誠の精神を基調として旧套になじまず、時流に溺れず、将来の推移を明察し、

常に私学の権威を保持しつつ、この法人の自主性を確保するとともに、その公共性を昂揚するように運用の万全

を期さなければならない。 

第１章 総  則 

（名  称） 

第１条 この法人は、学校法人昭和大学と称する。 

（事務所の所在地） 

第２条 この法人は、事務所を東京都品川区旗の台一丁目５番８号に置く。 

（目  的） 

第３条 この法人は、教育基本法及び学校教育法に従い、学校教育を行うことを目的とする。 

（設置する学校） 

第４条 この法人は前条の目的を達成するため、次に掲げる学校を設置する。 

(1) 昭和医科大学 大学院 医学研究科

薬学研究科 

歯学研究科 

保健医療学研究科 

医学部 医学科 

薬学部 薬学科 

歯学部 歯学科 

保健医療学部 看護学科 

理学療法学科 

作業療法学科 

リハビリテーション学科 理学療法学専攻

作業療法学専攻 

助産学専攻科 

(2) 昭和医科大学附属看護専門学校 看護専門課程

２ この法人は、その収益を学校の経営に充てるため、平成20年文部科学省告示第141号の規定による収益事業の

うち、次に掲げる事業を行う。 

(1) 不動産業

(2) サービス業
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第２章 役員及び理事会 

（役  員） 

第５条 この法人の役員の定員は、次の通りとする。 

(1) 理 事 10名以上13名以内 

(2) 監 事 ３名以上４名以内 

（理 事 長） 

第６条 理事長は、この法人を代表し、その職務を総理する。 

２ 理事のうち１名を理事長とし、理事総数の過半数の議決により選任する。理事長の職を解任するときも、同

様とする。 

（理事の代表権の制限） 

第７条 理事長以外の理事は、この法人の業務について、この法人を代表しない。 

（理事長の職務の代理又は代行） 

第８条 理事長に事故があるとき、又は理事長が欠けたときは、他の理事が、理事会のあらかじめ定める順序に

従い、理事長の職務を代理し又はその職務を行う。 

（理事の選任） 

第９条 理事は、次の各号に掲げる者とする。ただし、少なくとも２名は選任の際現にこの法人の役員又は職員

でない者が含まれるようにしなければならない。再任される場合において、最初の選任の際現にこの法人の役

員又は職員でなかったときは、再任の際現にこの法人の役員又は職員でない者とみなす。 

(1) 昭和医科大学長 

(2) この法人の職員である評議員のうちから評議員会において選任された者３名以上４名以内 

(3) 学識経験者若しくはこの法人に功労のあった者のうちから、理事会が推薦し評議員会において選任された

者３名以上４名以内 

(4) この法人の設置する学校を卒業したもので年令25才以上の者のうちから理事会が推薦し評議員会において

選任された者３名以上４名以内 

２ 前項第１号及び第２号の理事は、学長又は評議員の職を退いたときは、理事の職を失うものとする。 

（監事の選任及び兼職禁止） 

第10条 監事は、この法人の理事、職員、評議員又は役員の配偶者若しくは三親等以内の親族以外の者であって

理事会において選出した候補者のうちから、評議員会の同意を得て、理事長が選任する。 

２ 前項の選任に当たっては、監事の独立性を確保し、かつ、利益相反を適切に防止することができる者を選任

するものとする。 

３ 理事長は監事のうち、少なくとも１名は選任の際現にこの法人の役員又は職員でない者が含まれるようにし

なければならない。再任される場合において、最初の選任の際現にこの法人の役員及び職員でなかったときは、

再任の際現にこの法人の役員又は職員でない者とみなす。 

４ 監事は、この法人の理事及び職員並びに評議員を兼ねてはならない。 

（監事の職務） 

第11条 監事は、次の各号に掲げる職務を行う。 

(1) この法人の業務を監査すること 

(2) この法人の財産の状況を監査すること 

(3) この法人の理事の業務執行の状況を監査すること 

(4) この法人の業務若しくは財産の状況又は理事の業務執行の状況について、毎会計年度、監査報告書を作成

し、当該会計年度終了後２月以内に理事会及び評議員会に提出すること 

(5) 第１号から第３号までの規定による監査の結果、この法人の業務若しくは財産又は理事の業務執行に関し

不正の行為又は法令若しくは寄附行為に違反する重大な事実があることを発見したときは、これを文部科学

大臣に報告し、又は理事会及び評議員会に報告すること 

(6) 前号の報告をするために必要があるときは、理事長に対して理事会及び評議員会の招集を請求すること 

(7) この法人の業務若しくは財産の状況又は理事の業務執行の状況について、理事会に出席して意見を述べる
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こと 

２ 前項第６号の請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内の日を理 

事会又は評議員会の日とする理事会又は評議員会の招集の通知が発せられない場合には、その請求をした監事

は、理事会又は評議員会を招集することができる。 

３ 監事は、理事がこの法人の目的の範囲外の行為その他法令若しくは寄附行為に違反する行為 

をし、又はこれらの行為をするおそれがある場合において、当該行為によってこの法人に著しい損害が生ずる

おそれがあるときは、当該理事に対し、当該行為をやめることを請求することができる。 

（役員の任期） 

第12条 役員（第９条第１項第１号の規定により理事となる者を除く。この条中以下同じ。）の任期は、４年と

する。但し、欠員を生じた場合の補欠の役員の任期は、前任者の残任期間とすることができる。 

２ 役員は、再任されることができる。 

３ 役員は、その任期満了の後でも、後任者が選任されるまでは、なおその職務を行う。 

（役員の補充） 

第13条 理事又は監事のうち、その定数の５分の１を超えるものが欠けたときは、１カ月以内に補充しなければ

ならない。 

（役員の解任及び退任） 

第14条 役員が次の各号の１に該当するに至ったときは、理事総数の４分の３以上出席した理事会において、出

席理事総数の４分の３以上の議決及び評議員会の議決により、これを解任することができる。 

(1) 法令の規定又はこの寄附行為にいちじるしく違反したとき 

(2) 心身の故障のため職務の執行に堪えないとき 

(3) 死亡 

(4) 私立学校法第38条第8項第1号又は第2号に掲げる事由に該当するに至ったとき 

２ 役員は次の事由によって退任する。 

(1) 任期の満了 

(2) 辞任 

(3) 学校教育法第９条に掲げる事由に該当するに至ったとき 

（理 事 会） 

第15条 この法人に、理事を以て組織する理事会を置く。 

２ 理事会は、学校法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督する。 

３ 理事会は、随時理事長が招集する。但し理事長は、理事総数の３分の２以上の理事から理事会の招集を請求

されたときは、その請求のあった日から10日以内にこれを招集しなければならない。 

４ 理事会を招集するには、各理事に対して、会議開催の場所及び日時並びに会議の目的たる事項を書面により

通知しなければならない。 

５ 理事長が第３項の規定による招集をしない場合には、招集を請求した理事全員が連名で理事会を招集するこ

とができる。この場合における理事会の議長は、出席理事の互選によって定める。 

６ 前第４項の通知は、会議の７日前までに発しなければならない。但し、緊急を要する場合はこの限りでない。 

７ 理事会の議長は、理事長とする。 

８ 前第11条第２項及び前第５項の規定に基づき理事会を招集した場合における理事会の議長は、出席理事の互

選によって定める。 

（業務の決定の委任） 

第16条 法令及びこの寄附行為の規定により評議員会に付議しなければならない事項その他、この法人の業務に

関する重要事項以外の決定であって、あらかじめ理事会において定めたものについては、理事会において指名

した理事に委任することができる。 

（理事会成立の定足数及びその議決方法） 

第17条 理事会は、理事総数の３分の２以上が出席しなければ議事を開き議決をすることができない。ただし、

第４項の規定による除斥のため過半数に達しないときは、この限りではない。 
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２ 理事会の議事は、法令及びこの寄附行為に特別の定めがある場合を除くほか、理事総数の過半数で決し、可

否同数の時は議長の決するところによる。 

３ 議長は、理事として議決に加わることができない。 

４ 理事会の議事について特別の利害関係を有する理事は、議決に加わることができない。 

５ 第１項の規定において、理事会に付議される事項につき書面を以て、あらかじめ意思を示した者は、出席と

みなす。 

（議 事 録） 

第18条 理事会の議事については、議事の経過の要領及びその結果を記載した議事録を作成し、議長及び出席し

た理事のうちから互選された理事２名以上がこれに署名捺印しなければならない。議事録は、これを事務所に

保管する。 

２ 利益相反取引に関する承認の決議については、理事それぞれの意思を議事録に記載しなければならない。 

 

第３章 評議員会 

（評議員会） 

第19条 この法人に、評議員会を置く。評議員会は45名以上68名以内の評議員をもって組織する。 

２ 評議員は、次の各号に掲げる者とする。 

(1) この法人の職員のうちから選任されるもの16名以上24名以内 

(2) この法人の設置する学校を卒業したもので年令25才以上のもののうちから選任されるもの16名以上22名以

内 

(3) 昭和医科大学長 

(4) 学部長・富士吉田教育部長及び附属病院長のうちから選任されるもの６名以上９名以内 

(5) 学識経験者のうちから選任されるもの５名以上７名以内 

(6) この法人に功労あるもの５名以内 

（評議員の選任） 

第20条 前条第２項第１号及び第２号に規定する評議員は、理事会に於いて選任する。 

２ 前条第２項第４号から第６号に規定する評議員は、理事会が推薦する候補者を、同条第２項第１号及び第３

号の規定により選任された評議員の過半数の議決により選任する。 

３ 前条第２項第１号及び第３号並びに第４号に規定する評議員は、その地位を退いたときは評議員の職を失う

ものとする。 

（評議員の任期） 

第21条 評議員（第19条第２項第３号に規定する者を除く。この条中以下同じ。）の任期は４年とする。但し欠

員を生じた場合の補充の評議員の任期は、前任者の残任期間とすることができる。 

２ 評議員は再任されることができる。 

３ 評議員は任期満了の後でも後任者が選任されるまではなおその職務を行う。 

（評議員の解任及び退任） 

第22条 評議員が次の各号に該当するに至ったときは、評議員数の３分の２以上の議決により、これを解任する

ことができる。 

(1) 心身の故障のため職務の執行に堪えないとき 

(2) 評議員たるにふさわしくない重大な非行があったとき 

(3) 死亡 

２ 評議員は次の事由によって退任する。 

(1) 任期の満了 

(2) 辞任 

（議  長） 

第23条 評議員会に、議長及び副議長を置く。 

２ 評議員会の議長及び副議長は、それぞれ評議員の互選で定める。 
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３ 副議長は議長を補佐し、議長に事故があるときは、議長の職務を行う。 

（評議員会の招集） 

第24条 評議員会は、毎年３月及び５月、又は理事長が必要と認めたときに、理事長がこれを招集する。 

２ 評議員総数の３分の１以上の評議員から会議の付議すべき事項を示して評議員会の招集を請求された場合に

は、その請求のあった日から20日以内に、理事長がこれを招集しなければならない。 

３ 寄附行為第11条第１項第４号の規定により、監事から評議員会の招集を請求された場合には、その請求のあ

った日から20日以内に、理事長がこれを招集しなければならない。 

４ 評議員会を招集するには、各評議員に対して、会議開催の場所及び日時並びに会議の目的たる事項を書面に

より通知しなければならない。 

５ 前項の通知は、会議の７日前までに発しなければならない。但し、緊急を要する場合はこの限りでない。 

（評議員会成立の定足数及びその議決方法） 

第25条 評議員会は、評議員総数の過半数の出席がなければ、その議事を開き議決をすることができない。ただ

し、第４項の規定による除斥のため過半数に達しないときは、この限りではない。 

２ 評議員会の議事は、法令及びこの寄附行為に特別の定めがある場合を除くほか、出席評議員の過半数で決し、

可否同数のときは議長の決するところによる。 

３ 議長は評議員として議決に加わることができない。 

４ 評議員会の議事について特別の利害関係を有する評議員は、議決に加わることができない。 

５ 第１項の規定において、評議員会に付議される事項につき書面を以て、あらかじめ意思を示した者は、出席

とみなす。 

（議 事 録） 

第26条 評議員会の議事については、議事の経過の要領及びその結果を記載した議事録を作成し、議長及び評議

員会に出席した評議員で互選された議事録署名人２名以上がこれに署名捺印しなければならない。議事録は、

これを事務所に保管する。 

（諮問事項） 

第27条 次の各号に掲げる事項については、理事長においてあらかじめ評議員会の意見を聴かなければならない。 

(1) 予算及び事業計画 

(2) 事業に関する中期的な計画 

(3) 借入金（当該会計年度内の収入を以て償還する一時の借入金を除く。）及び基本財産の処分並びに運用財

産中の不動産及び積立金の処分 

(4) 役員に対する報酬等（報酬、賞与その他の職務遂行の対価として受ける財産上の利益及び退職手当）の支

給の基準 

(5) 予算外の新たな義務の負担又は権利の放棄に関する事項 

(6) 寄附行為及び寄附行為施行細則の変更 

(7) 合併 

(8) 目的たる事業の成功の不能による解散 

(9) 収益事業に関する重要事項 

(10)寄附金品の募集に関する事項 

(11)その他理事会において特に必要と認めた事項 

第28条 評議員会は、この法人の業務若しくは財産の状況又は役員の業務執行の状況について、役員に対して意

見を述べ、若しくはその諮問に答え、又は役員から報告を徴することができる。 

 

第４章 資産及び会計 

（資  産） 

第29条 この法人の資産は、財産目録のとおりとする。 

（財産の区分） 

第30条 この法人の資産は、これを分けて基本財産、運用財産及び収益事業用財産とする。 
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２ 基本財産は、この法人の設置する学校に必要な施設及び設備又はこれらに要する資金とする。 

３ 運用財産は、この法人の設置する学校の経営に必要な財産とする。 

４ 収益事業用財産は、この法人の収益を目的とする事業に必要な財産とし、財産目録中収益事業用財産の部に

記載する財産及び将来収益事業用財産に編入された財産とする。 

５ 寄附金品については、寄附者の指定がある場合にはその指定に従って基本財産、運用財産又は収益事業用財

産に編入する。 

（基本財産の処分の制限） 

第31条 基本財産は、これを処分してはならない。ただし、この法人の事業の遂行上やむ得ない理由があるとき

は、理事会において理事総数の３分の２以上の議決を得て、その一部に限り処分することができる。 

（積立金の保管） 

第32条 基本財産及び運用財産中の積立金は、確実な有価証券を購入し、又は確実な信託銀行に信託し、又は確

実な銀行に定期預金とし、若しくは定期郵便貯金等として、理事長が保管する。 

（会計の区分） 

第33条 この法人の会計は、学校の経営に関する会計及び附属の病院の経営に関する会計に分つ。 

（会  計） 

第34条 この法人の会計は、学校法人会計基準により行う。 

２ この法人の会計は、学校の運営に関する会計（以下「学校会計」という。）及び収益事業に関する会計

（以下「収益事業会計」という。）に区分するものとする。 

（予算及び事業計画及び事業に関する中期的な計画） 

第35条 予算及び事業計画は、毎会計年度開始前に、理事長が編成し、理事会において理事総数の３分の２以上

の議決を得なければならない。これに重要な変更を加えようとするときにも、同様とする。 

２ この法人の事業に関する中期的な計画は５年ごとに理事長が編成し、理事会において出席した理事の３分の

２以上の議決を得なければならない。これに重要な変更を加えようとするときも、同様とする。 

 

（予算外の新たな義務の負担又は権利の放棄） 

第36条 予算を以て定めるものを除くほか、新たに義務の負担をし、又は、権利の放棄をしようするときは、理

事会において理事総数の３分の２以上の議決を得なければならない。借入金についても同様とする。 

（決算及び事業実績の報告） 

第37条 この法人の決算は、毎会計年度終了後２月以内に作成し、監事の意見を求めるものとする。 

２ 理事長は、毎会計年度終了後２月以内に、決算及び事業の実績を評議員会に報告し、その意見を求めなけれ

ばならない。 

３ 収益事業会計の決算上生じた利益金は、その一部又は全部を学校法人会計に繰り入れなければならない。 

（財産目録等の備付け及び閲覧） 

第38条 この法人は、毎会計年度終了後２月以内に財産目録、貸借対照表、収支計算書、事業報告書及び役員等

名簿（理事、監事及び評議員の氏名及び住所を記載した名簿）を作成し、これについて監事の意見を求めるも

のとする。 

２ この法人は、前項の書類、監査報告書、役員に対する報酬等の支給の基準及び寄附行為を各事務所に備えて

置き、請求があった場合には、正当な理由がある場合を除いて、これを閲覧に供しなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、この法人は、役員等名簿について同項の請求があった場合には、役員等名簿に記

載された事項中、個人の住所に係る記載の部分を除外して、同項の閲覧をさせることができる。 

４ 前第２項の書類のほか、次の各号に掲げる書類及び帳簿を、常に各事務所に備えて置かなければならない。 

(1) 役員及び評議員の履歴書 

(2) 収入及び支出に関する帳簿及び証憑書類 

(3) その他必要な書類及び帳簿 

（役員の報酬） 

第39条 役員に対して、「役員報酬規程」に従って算定した額を報酬等として支給することができる。 
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（責任の免除） 

第40条 役員が任務を怠ったことによって生じた損害についてこの法人に対し賠償する責任は、職務を行うにつ

き善意でかつ重大な過失がなく、その原因や職務執行状況などの事情を勘案して特に必要と認める場合には、

役員が賠償の責任を負う額から私立学校法において準用する一般社団法人及び一般社団法人に関する法律の規

定に基づく最低責任限度額を控除して得た額を理事会の議決によって免除することができる。 

 

第５章 解  散 

（解  散） 

第41条 この法人は、次の各号に掲げる事由によって解散する。 

(1) 理事会において理事総数の３分の２以上の議決 

(2) この法人の目的たる事業の成功の不能になった場合で、理事会において理事総数の３分の２以上の議決 

(3) 合併 

(4) 破産 

(5) 文部科学大臣の解散命令 

２ 前項の事由による解散は、文部科学大臣の認可或いは認定を受けなければ、その効力を生じない。 

（残余財産の帰属者） 

第42条 この法人が解散した場合（合併又は破産によって解散した場合を除く。）における残余財産は、解散の

ときにおける理事会において理事総数の３分の２以上の議決により選定した学校法人又は教育の事業を行う公

益社団法人若しくは公益財団法人に帰属する。 

（合  併） 

第43条 この法人が合併しようとするときは、理事会において理事総数の３分の２以上の議決を経て、文部科学

大臣の認可を受けなければならない。 

 

第６章 寄附行為の変更 

（寄附行為の変更） 

第44条 この寄附行為を変更するには、理事会において理事総数の３分の２以上の議決を得て、文部科学大臣の

認可を得なければならない。 

２ 私立学校法施行規則に定める届出事項については、前項の規定にかかわらず、理事会において理事総数の３

分の２以上の議決を得て、文部科学大臣に届け出なければならない。 

 

第７章 公告の方法その他 

（公告の方法その他） 

第45条 この法人の公告は、昭和医科大学の掲示場に掲出して行う。 

（情報の公表） 

第46条 この法人は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、遅滞なく、インターネットの利用により、当該各号

に定める事項を公表しなければならない。 

(1) 寄附行為若しくは寄附行為変更の認可を受けたとき、又は寄附行為変更の届出をしたとき 寄附行為の内

容 

(2) 監査報告書を作成したとき 当該監査報告書の内容 

(3) 財産目録、貸借対照表、収支計算書、事業報告書及び役員等名簿（個人の住所に係る記載の部分を除く。）

を作成したとき これらの書類の内容 

(4) 役員に対する報酬等の支給の基準を定めたとき 当該報酬等の支給の基準 

（施行細則） 

第47条 この寄附行為の施行についての細則その他この法人及び法人の設置する学校の管理及び運営に関し必要

な事項は、理事会において理事総数の３分の２以上の議決を得て、定める。 

第48条 この寄附行為に特別の規定のない事項は私立学校法の規定による。 
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附  則 

１．この寄附行為は、文部大臣の認可の日（平成３年８月９日）から施行する。 

２．この変更寄附行為は、平成６年４月１日から施行する。 

３．この変更寄附行為は、平成７年７月24日から施行する。 

４．この変更寄附行為は、文部大臣の認可の日（平成８年12月19日）から施行する。 

５．この変更寄附行為は、文部大臣の認可の日（平成13年２月14日）から施行する。 

６．この変更寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成13年12月20日）から施行する。 

７．この変更寄附行為は、平成16年４月１日から施行する。 

８．この変更寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成17年５月30日）から施行する。 

９．この変更寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成17年８月30日）から施行する。 

10．この変更寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成18年１月20日）から施行する。 

11．この変更寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成18年５月26日）から施行する。 

12．この変更寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成18年11月30日）から施行する。 

13．この変更寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成21年９月９日）から施行する。 

14．この変更寄附行為は、平成22年４月１日から施行する。 

15．この変更寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成23年８月24日）から施行する。 

16．この変更寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成23年10月26日）から施行する。 

17．この変更寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成28年８月29日）から施行する。 

18．この変更寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（令和元年11月15日）から施行する。 

19．令和２年２月３日文部科学大臣認可のこの変更寄附行為は、令和２年４月１日から 

施行する。 

20．この変更寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（令和２年５月26日）から施行する。 

21．この変更寄附行為は、令和５年４月１日から施行する。 

22．この変更寄附行為は、令和７年４月１日から施行する。 
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学校法人　昭 和 大 学

〒１４２－８５５５

 東京都品川区旗の台１－５－８

ta-koba@ofc.showa-u.ac.jp

０３－３７８４－８０１１
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TEL

FAX

E-Mail

連　絡　先

事務担当者連絡票

法　人　名

部　署　名

担　当　者

総務部 総務課

課長　小林　達彦
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